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【指針本文】 

Ⅵ．その他配慮すべき事項 
 

１．受注者等の責務 

各発注者は、発注関係事務の実施に当たり、品確法第８条に「受注者等の責務」が規定

されていることを踏まえ、以下に示す内容等については特に留意する。 

受注者は、契約された工事及び業務を適正に実施する必要があり、元請業者のみならず

全ての下請業者を含む工事及び業務を実施する者は、下請契約を締結するときは、建設業

法等関連法令にも留意し、下請業者に使用される技術者、技能労働者等の賃金、労働時間

その他の労働条件、安全衛生その他の労働環境が適正に整備されるよう、市場における労

務の取引価格、法定福利費等を的確に反映した適正な額の請負代金及び適正な工期や履行

期限を定めるものとする。 

技能労働者の処遇向上や法定福利費を適切に負担する企業による公平で健全な競争環

境の構築のため、法定福利費及び労務費を内訳明示した見積書や、法定福利費を内訳明示

した請負代金内訳書の活用促進を図るなど、発注者と連携して、建設業法その他工事及び

業務に関する諸法令を遵守しない企業等の不良不適格業者の排除及び当該企業等への指

導を徹底する。 

ICT 等を活用した工事及び業務の効率化による生産性の向上に努める。 

建設キャリアアップシステム（CCUS）の活用等技能労働者の処遇改善を図る取組に留意

しつつ、受注者は、技術者、技能労働者等の育成及び確保並びに労働条件、労働環境の改

善に努める。 
 

【解 説】 
 ○ 受注者等の責務   ⅰ 

品確法の第 8 条に「受注者等の責務」が規定された。 
【品確法第８条に規定される受注者等の責務】 
第八条 受注者は、基本理念にのっとり、契約された公共工事等を適正に実施しなければならない。 
２ 公共工事等を実施する者は、下請契約を締結するときは、下請負人に使用される技術者、技能

労働者等の賃金、労働時間その他の労働条件、安全衛生その他の労働環境が適正に整備されるよ

う、市場における労務の取引価格、保険料等を的確に反映した適正な額の請負代金及び適正な工

期等を定める下請契約を締結しなければならない。 
３ 受注者（受注者となろうとする者を含む。）は、契約された又は将来実施することとなる公共工

事等の適正な実施のために必要な技術的能力の向上、情報通信技術を活用した公共工事等の実施

の効率化等による生産性の向上並びに技術者、技能労働者等の育成及び確保並びにこれらの者に

係る賃金、労働時間その他の労働条件、安全衛生その他の労働環境の改善に努めなければならな

い。 
 
出典）「公共工事の品質確保の促進に関する法律」 
  



 

Ⅵ－3 
 

 ○下請契約を締結するときは適正な請負代金及び適正な工期や履行期限を定める   

国土交通省では、工事及び業務を実施する者が下請契約を締結する場合に、下請業者に使用さ

れる技術者、技能労働者等の労働条件や労働環境が適正に整備されることを促進するための取り

組みを試行。 
【国土交通省発注工事における労働賃金改善への取り組み】 

 
出典）「発注者責任を果たすための今後の建設生産・管理システムのあり方に関する懇談会 建設生産・管理
システム部会（令和元年度 第２回）」（令和 2 年 2 月国土交通省） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
                        

  

（参考法令等） 
ⅰ）品確法 第 8 条（受注者の責務） 
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 ○建設キャリアアップシステムの構築  １）２） 

運用指針において、建設キャリアアップシステムの活用等による技能労働者の処遇改善を図る

等の取り組みに努めることとされている。 
【建設キャリアアップシステムの概要】 

 
出典）国土交通省作成資料 

 

また、建設キャリアアップシステムの活用については、基本方針において以下のとおり定めら

れている。 
【建設キャリアアップシステムの活用】 
第２ 公共工事の品質確保の促進のための施策に関する基本的な方針 

２ 受注者等の責務に関する事項 
 （中略） 
特に技能労働者の労働環境の適正な整備に当たって受注者は、「建設キャリアアップシステム」

について、活用促進に向けた発注者の取組とも連携しつつ、技能労働者が現場で「建設キャリア

アップシステム」を利用できるよう必要な環境を整備するとともに、下請業者に対し、その利用

を促進すること等により、個々の技能労働者が有する技能や経験に応じた適正な評価や処遇を受

けられるよう労働環境の改善に努めるものとする。また、受注者は、建設業退職金共済制度につ

いて、確実な掛金納付・退職金支給、事務負担の軽減等を図るため、電子申請方式を積極的に活

用するとともに、「建設キャリアアップシステム」の現場就業履歴を活用した就労実績報告等の

実施に努めるものとする。 
出典）「公共工事の品質確保の促進に関する施策を総合的に推進するための基本的な方針」 

(令和 6 年 12 月閣議決定） 
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さらに、適正化指針においては、以下のとおり定められている。 
【建設キャリアアップシステムの活用】 

第２  ５ 主として契約された公共工事の適正な施工の確保に関する事項 
（７）適正な施工の確保のための技能労働者の育成及び確保に関すること 
  公共工事の品質が確保されるよう公共工事の適正な施工を確保するためには、公共工事に従

事する技能労働者がその能力や経験に応じた処遇を受けられるよう、公共工事に従事する技能

労働者の育成及び確保に資する労働環境の整備が図られることが重要である。また、公共工事

品質確保法第８条第４項において、受注者は、その使用する者の有する能力に応じた適切な処

遇を確保するとともに、外国人等を含む多様な人材がその有する能力を有効に発揮できるよう、

その従事する職業に適応することを容易にするための措置の実施その他の雇用管理の改善に努

めることとされている。技能労働者の有する資格や現場の就業履歴等を登録・蓄積する建設キ

ャリアアップシステムの活用は、公共工事に従事する技能労働者がその能力や経験に応じた適

切な処遇を受けられる労働環境の整備に資するものである。このため、国は、公共工事の適正

な施工を確保するために、建設キャリアアップシステムについてその利用環境の充実・向上や

利用者からの理解の増進、能力や経験に応じた処遇の確保に向けた必要な措置を講ずるととも

に、各省各庁の長等は、公共工事の施工に当たって広く一般にその利用が進められるよう、就

業履歴の蓄積状況に応じた工事成績評定における加点措置など、地域の建設企業における利用

の状況等に応じて必要な条件整備を講ずるものとする。また、国は、建設業退職金共済制度に

ついて、確実な掛金納付・退職金支給、事務負担の軽減を図るため、電子申請方式の利用促進

及び建設キャリアアップシステムの現場就業履歴を活用した就労実績報告等の促進に努めると

ともに、各省各庁の長等は、電子申請方式等が積極的に活用されるよう、必要な措置を講ずる

よう努めるものとする。 
出典）「公共工事の入札及び契約の適正化を図るための措置に関する指針」(令和 6 年 12 月閣議決定） 
 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
                        

 
  

（参考資料） 
１）「公共工事の品質確保の促進に関する施策を総合的に推進するための基本的な方針」 

(令和６年 12 月閣議決定） 
２）「公共工事の入札及び契約の適正化を図るための措置に関する指針」(令和６年 12 月閣議決定） 
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【指針本文】 

２．担い手の中長期的な育成及び確保に向けた取組 

地域における公共工事の担い手の中長期的な育成及び確保については、建設業界全体で

取り組むべき喫緊の課題である。このため、発注者と受注者の双方は、これまで述べてき

た公共工事の担い手確保に向けた本指針に記載の内容に積極的に取り組むほか、以下の国

及び地方公共団体の取組についても留意する。 

・国及び地方公共団体は、職業訓練法人等への支援、工業高校等の教育機関と建設業者

団体等との間の連携促進、外国人、女性や若者をはじめとする多様な人材の確保に必

要な環境の整備に向け、必要な措置の実施に努める。 

・国及び地方公共団体は、建設業者団体等との連携のもと、公共工事の品質確保や、担

い手の活動の重要性について、国民の関心と理解が深まるよう、広報活動・啓発活動

の充実などの必要な施策の実施に努める。特に災害時における活動に関しては、災害

現場での活動状況を記録した写真等を、国や地方公共団体をはじめとする関係者の

Web サイトや SNS 等を活用して公開する等の取組に努める。 
 

【解 説】 
担い手の中長期的な育成及び確保に向けた取組については、品確法第 26 条並びに同第 31 条に

おいて、以下のとおり定められている。 
【品確法第 26 条並びに同第 31 条に規定される担い手の中長期的な育成及び確保に向けた取組】 
（職業訓練実施者に対する支援等） 
第二十六条 国及び地方公共団体は、公共工事の品質確保の担い手の中長期的な育成及び確保のた

め、工事等に関する専門的な知識又は技術を有する人材を育成するための職業訓練を実施する者

に対する支援等、工事等に関する基礎的な知識及び技能を習得させるための教育を行う高等学校

等と民間事業者及び建設業者団体等との間の連携の促進並びに外国人等を含む多様な人材の確保

等に必要な環境の整備の促進について必要な措置を講ずるよう努めなければならない。 
 
（国民の関心及び理解の増進） 
第三十一条 国及び地方公共団体は、建設業者団体等と連携しつつ、公共工事の品質確保及びその

担い手の活動（災害時における活動を含む。）の重要性に関する国民の関心と理解を深めるため、

それらに関する広報活動及び啓発活動の充実その他の必要な施策を講ずるよう努めなければなら

ない。 
出典）「公共工事の品質確保の促進に関する法律」 
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○職業訓練法人等への支援、工業高校等の教育機関と建設業者団体等との間の連携促進 

職業訓練法人等への支援、工業高校等の教育機関と建設業者団体等との間の連携促進については、

基本方針において以下のとおり定められている。 

国及び地方公共団体は、公共工事の品質確保の担い手の中長期的な育成及び確保のため、教育訓

練機能の充実強化に資するよう、工事等に関する専門的な知識又は技術を有する人材を育成するた

めの職業訓練を実施する者に対する支援等の必要な措置を講ずるものとする。また、子供たちが工

事等業務内容に関して正しい知識等を得られるよう学校におけるキャリア教育・職業教育への建設

業者の協力を促進するなど、工業高校等と建設業者及び建設業者団体との連携を図ること等の必要

な措置を講ずるものとする。 
 

国においては、建設産業における若年入職の促進に向けて、産・学・官が共同して一体的に活動

するため、新たにタスクフォースを設置し、関係省庁や教育機関等との連携強化を図っている。 

【建設産業における「若年者入職促進タスクフォース」の取組】 

 
 
出典）「建設産業人材確保・育成推進協議会 第３回若年者入職促進タスクフォース」（令和７年１月

16 日） 
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○外国人、女性や若者をはじめとする多様な人材の確保に必要な環境の整備  

外国人、女性や若者をはじめとする多様な人材の確保に必要な環境の整備については、基本方針

において以下のとおり定められている。 

国及び地方公共団体は、建設現場おける快適トイレの活用推進を含む働きやすい現場環境の整備

など、外国人、女性や若者をはじめとする多様な人材の確保等に必要な環境の整備の促進のために

必要な措置を講ずるものとする。 
 
国土交通省では、女性技術者等に不評であったトイレについて、平成 28 年 10 月 1 日以降に入札

手続きを開始する土木工事から「快適トイレ（女性も活用しやすいトイレ）」を原則化することとし、

「快適トイレ」の標準仕様を決定するとともに、その標準仕様を満たした「快適トイレ」の設置を

行った工事において、『現場の声』とし実際に使用しての感想・意見等を含め事例集として公表して

いる。 
【快適トイレの標準仕様イメージ】 

 
 

出典）国土交通省作成資料 
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○広報・啓発活動の充実 

広報・啓発活動の充実については、基本方針において以下のとおり定められている。 

国及び地方公共団体は、建設産業に対するイメージアップや、新規入職が期待される若者や女性

に対し、効果的な情報発信等を行うことが必要であることから、国及び地方公共団体は、建設業者

団体等と連携しつつ、公共工事の品質確保及びその担い手の活動（災害時における活動を含む。）の

重要性に関し、国民の関心と理解を深めるため、それらに関する広報活動及び啓発活動の充実等を

図るよう努めるものとする。 
 

国土交通省においては、災害の被災地において復旧・復興事業に携わる建設業者団体等について、

HP において活動状況の公表を行っている。 

【令和６年１月の能登半島地震の被災地で活動する建設業者団体等に関する公表資料】 

 
 
出典）国土交通省作成資料 
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【指針本文】 

３．その他 

本指針の記載内容について、各発注者の理解、活用の参考とするため、具体的な取組事

例や既存の要領、ガイドライン等を盛り込んだ解説資料を作成することとしており、適宜

参照の上、発注関係事務の適切な実施に努める。 

また、本指針を踏まえ、国の機関が要領、ガイドライン等を作成した場合はこれも参照

することとする。 
 

【解 説】 
○ 解説資料を作成   

解説資料は、指針本文の理解・活用の促進とともに、指針本文に位置付けられた取組事項につ

いて実務面での参考とするため、公共工事の品質確保の促進に関する関係省庁連絡会議事務局（国

土交通省）が作成するものであり、機動的に見直しを行うものである。 
（運用指針の構成については、「運用指針の概要及び作成経緯 Ⅱ．（１）運用指針の全体構成」

P.10～を参照） 
 

 ○ 国の機関が要領、ガイドライン等を作成   

本指針を踏まえ、国の機関が要領、ガイドライン等を作成した場合はこれも参照することとし

ているが、既に各発注者において作成、運用中の要領等が、本指針に規定する内容を踏まえたも

のである場合にその運用を妨げるものではない。 
  


